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厚生委員会会議録 

 

平成２８年１２月１４日（水） 

（開 会） １０：００ 

（閉 会） １２：２９ 

案  件 

１．議案第１２６号 平成２８年度 飯塚市国民健康保険特別会計補正予算(第２号) 

２．議案第１２７号 平成２８年度 飯塚市介護保険特別会計補正予算(第２号) 

３．議案第１２８号 平成２８年度 飯塚市後期高齢者医療特別会計補正予算(第１号) 

４．議案第１３９号 飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

５．議案第１４１号 飯塚市立就学前の子どものための教育・保育施設条例の一部を 

改正する条例 

６．議案第１４９号 財産の譲渡(幸袋こども園舎) 

７．議案第１４２号 飯塚市児童センター及び児童館条例の一部を改正する条例 

８．議案第１４４号 飯塚市介護サービス事業等の人員、設備及び運営の基準等に関 

する条例の一部を改正する条例 

９．議案第１４６号 飯塚市病院事業条例 

10．議案第１４８号 契約の締結(若菜児童館建設工事) 

 

 【 報告事項 】 

１．飯塚市民生委員児童委員の一斉改選について               （保護課） 

２．国民健康保険制度改革の概要等について               （医療保険課） 

                                          

○委員長 

 ただいまから厚生委員会を開会いたします。 

「議案第１２６号 平成２８年度飯塚市国民健康保険特別会計補正予算(第２号)」を議題と

いたします。執行部の補足説明を求めます。 

○医療保険課長 

 「議案第１２６号 平成２８年度飯塚市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）」の補足

説明をいたします。 

補正予算書の１２７ページをお願いいたします。第１条において、既定の歳入歳出予算の総

額に歳入歳出それぞれ１億４８１万９千円を減額いたしまして、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１６８億３４９６万７千円とするものでございます。 

また、第２条で債務負担行為について定めており、１３０ページの第２表のとおり、レセプ

ト点検委託料につきまして、期間を平成２８年度から平成３０年度まで、限度額を平成２９年

度は１７６６万２千円、平成３０年度は１７６６万３千円といたしております。 

今回の補正は、本年度上期の実績をもとに、決算見込額を精査いたしまして、歳入歳出予算

において減額をいたしております。 

詳細につきましては、事項別明細書でご説明をいたします。１４０ページをお願いいたしま

す。まず、歳出予算の主なものについてご説明いたします。１款、総務費、１項、総務管理費、

１目、一般管理費、１７３５万円の減につきましては、人件費の減等によるものでございます。

なお、平成３０年度からの国保広域化に伴う国民健康保険システム改造委託料１１５万２千円

を計上いたしております。 

１４２ページをお願いいたします。２款、保険給付費、１項、療養諸費、１目、一般被保険

者療養給付費につきましては、被保険者数の減及び一人当たり医療費の減等により、
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２３７３万４千円減の８２億２０８８万８千円を計上いたしております。２款、保険給付費、

２項、高額療養費、１目、一般被保険者高額療養費につきましては、９月分までの実績から

３月分までの見込みを推計し、３８０万３千円減の１２億３５５７万１千円を計上いたしてお

ります。 

１４３ぺージをお願いいたします。３款、後期高齢者支援金、４款、前期高齢者納付金及び

１４４ページの６款、介護納付金につきましては、社会保険診療報酬支払基金への納付額が確

定いたしましたので、その額にあわせてそれぞれ補正をいたしております。７款、共同事業拠

出金、１項、共同事業拠出金、１目、高額医療費共同事業拠出金につきましては、前期におけ

る高額医療費の伸び等により、７２２５万４千円増の４億７０６４万１千円を計上いたしてお

ります。同じく、３目、保険財政共同安定化事業拠出金につきましては、前期実績が当初見込

みを下回り、３８２６万３千円減の３６億４２３５万円を計上いたしております。 

１４６ページをお願いいたします。９款、諸支出金、１項、償還金及び還付加算金、２目、

償還金につきましては、平成２７年度の国庫負担金等の超過交付分を返還するもので、

４２９５万３千円を計上いたしております。 

１３３ページをお願いいたします。次に、歳入予算の主なものについてご説明いたします。

１款、国民健康保険税、１項、国民健康保険税、１目、一般被保険者国民健康保険税につきま

しては、８月分までの調定実績から３月までの調定額を推計いたしまして、当初予算額２５億

３３４８万６千円から、約２％減の２４億８４１３万３千円を計上いたしております。この減

額の主な要因といたしましては、軽減対象の拡大に伴います、軽減世帯の増加等によるもので

ございます。 

１３５ページをお願いいたします。３款、国庫支出金、１項、国庫負担金、１目、療養給付

費等負担金につきましては、歳入予算の前期高齢者交付金の大幅な減、歳出予算の療養給付費、

後期高齢者支援金及び介護納付金の減等に伴いまして、２１７７万７千円を増額いたしており

ます。同じく、２項、国庫補助金、１目、財政調整交付金につきましては、１節の普通調整交

付金で、基盤安定繰入金の確定、県調整交付金及び療養給付費等国県負担金減額分繰入金等の

精査に伴い、歳入不足を補うための財源調整額が７６４万５千円増となることなどにより、総

額で１９３１万９千円を増額いたしております。 

１３６ページをお願いいたします。同じく、２目、保険制度関係業務準備事業費補助金につ

きましては、歳出予算でもご説明いたしましたが、平成３０年度からの国保の広域化に伴いま

す、電算処理システムの構築に要する経費に対する補助金１１５万２千円を計上いたしており

ます。補助率は１０分の１０でございます。４款、療養給付費交付金につきましては、平成

２７年度の未交付分３３５１万１千円の追加交付等により、４０５７万７千円の増額となって

おります。５款、前期高齢者交付金につきましては、交付額が確定しましたので、２億

６０９２万４千円を減額いたしております。６款、県支出金、１項、県負担金、１目、高額医

療費共同事業負担金につきましては、高額医療費共同事業拠出金の増に伴い、１８０６万４千

円を増額いたしております。 

１３７ページをお願いいたします。７款、共同事業交付金、１項、共同事業交付金、２目、

保険財政共同安定化事業交付金につきましては、前期実績から決算見込額を推計し、１億

２９９９万円を減額いたしております。９款、繰入金、１項、一般会計繰入金につきましては、

保険基盤安定事業繰入金の増、普通交付税の係数変更によります財政安定化支援事業繰入金の

減などにより、１８８３万４千円を減額いたしております。 

１３８ページをお願いいたします。１０款、繰越金につきましては、平成２７年度の繰越金

２億２９４６万円を計上いたしております。１１款、諸収入、３項、雑入、２目、退職被保険

者等第三者納付金につきましては、退職被保険者に係る交通事故に起因する納付金の増により

まして、２２０９万６千円を増額いたしております。同じく、３目、一般被保険者返納金につ
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きましては、一般被保険者に係る療養費等の過誤給付返納金の増によりまして、２０３４万

２千円を増額いたしております。 

以上で、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 歳入のほうですけれども、随分と減額が続いています。 

○委員長 

 宮嶋委員、ページ数を言ってください。 

○宮嶋委員 

 １３３ページです。減額補正になっております。減額の理由は先ほど軽減世帯の増加という

ことを言われましたけども、もっと具体的に国保の加入世帯と人数、こういう人数がどういう

ふうに変わったのか、教えてください。 

○医療保険課長 

 一般被保険者の国民健康保険税に関してでございますが、当初賦課の時点の世帯数が、１万

８６０４世帯でございました。これが今回の決算見込みで５２５世帯減の１万８０７９世帯と

なっております。また、被保険者数で申し上げますと、当初賦課の時点で、医療分、支援分で

ございますが、２万９９６５人でありましたものが、決算見込みでは２万９３８４人、差し引

き５８１人の減となっております。 

○宮嶋委員 

 この数字が減った理由をお尋ねします。 

○医療保険課長 

 被保険者、それから世帯数の減ということでございますが、年々人口も減少しておりますし、

ことしに限りましては、本年１０月から短時間労働者の被用者保険への適用拡大といったこと

も影響しているものと思われます。 

○宮嶋委員 

 仕事に就かれて、国保から抜けられたということで、それと軽減世帯の増加ということを言

われましたけれども、これについて説明をお願いします。 

○医療保険課長 

 本年４月に国保税改正を行っています。地方税法施行令の一部改正に伴いまして、５割軽減、

２割軽減の軽減対象範囲の拡大、いわゆる被保険者数に乗じる額の改正があっております。

５割軽減で申し上げますと、判定所得の算定におきまして、３３万円に、平成２７年度までは

被保険者一人当たり２６万円を乗じた額が、所得の軽減判定となっておりました。これが、こ

としの４月からの改正によりまして、一人当たり２６万５千円ということで、５千円判定所得

算定にあたっての額が引き上げられております。また、２割軽減につきましては、一人当たり

４７万円でありましたものが４８万円ということで、１万円所得判定の額が引き上げられたと

いうことによる軽減対象の拡大でございます。 

○宮嶋委員 

 それによって大体、何世帯ずつぐらい、それがふえたのか、わかりますか。 

○医療保険課長 

 平成２８年度当初、それから今回の補正で比較いたしますと、医療分で申し上げますと５割

軽減で１７０人の増、それから２割軽減で１８５人の増といったふうになっております。また

支援分につきましては、５割軽減で１７０名の増、２割軽減で１８５名の増。またちなみに、

７割軽減で申し上げますと、医療分では２７３人の増、支援分につきましては、２７３人で同

じですね。ということで、いずれにしましても、軽減対象の被保険者数が増加している状況で



４ 

ございます。 

○宮嶋委員 

 人数が減ったことと、軽減世帯がふえたことで、保険税の収入が減る見込みであるというこ

とですね。それから１４２ぺージです。これは、療養給付費が減額になっているんですが、こ

れは人数が減ったのか。一人当たりの医療費が減ったのか、その辺のバランスというか、その

辺を教えてください。 

○医療保険課長 

 もちろん被保険者数の減ということもございます。それとあわせまして、平成２８年度当初

予算におけます一人当たりの単価、これが今回の補正の決算見込みの時点で単価が減となった

ことが主な理由でございます。 

○宮嶋委員 

 一人当たりの医療費、かかった単価というか、その辺のところはわからないんでしょうかね。

病院にかかる数が減ったのか。一人一人の医療費が減ったのか。 

○医療保険課長 

 この決算見込み額の算定に当たりましては、若人、それから７０歳から７４歳の高齢の被保

険者、それから未満前期６５歳から６９歳の方たちに区分しまして、一人当たりの単価を見積

もりまして、予算を計上しているところですが、これが当初と比較いたしまして、高齢の

７０歳から７４歳の高齢の被保険者の単価が、特に大幅に減っておりまして、その主な要因と

しましては、これは平成２８年３月から７月と平成２７年３月から７月の同期を比較いたしま

して、入院件数、医科診療の入院件数で１７６件。それから、日数にしまして、２５５１人の

減、入院が件数にしまして２４９２件の減、日数にしまして７５８９日の減ということで、大

幅に前年度と比べまして入院件数等がかなり減ってきたことが主な要因でございます。 

○宮嶋委員 

 先ほど人数が減ったというのは加入者が減ったという話で、今は患者さんの数が減ったのか

どうかということを聞いたんですよね。今言われたように、随分減ってきているということで

すけども、これの要因というか、どういうことでこんなふうになったのかというのを分析され

ていますでしょうか。 

○医療保険課長 

 あくまでもこの減は昨年度と比較しての数でございまして、逆に言いますと昨年の前期の実

績がかなり当初見込みよりも医療費が増高しておりました。２８年度の予算編成に当たりまし

ては、２７年度の決算見込みを参考に編成した関係もありまして、実際にこのような減という

ことになっております。細かい内容につきましては、分析はいたしておりませんが、こういっ

た入院患者の件数が減ってきた。いわゆる在宅に戻られる方がふえたということ。それから、

そのままですが、通院をされる方が減ってきたということでございます。 

○宮嶋委員 

 予防という形で、いろんな検診だとかということで、予防のほうに力を入れられて、患者さ

んが減ってきたということであれば、本当に望ましいことではないかなと思いますけれども、

これは、そのときどきのいろんな病気が流行ったりとかいうことでは、変化があるんだろうと

いうふうに思いますが。次に、こういう中で、今の滞納の状況と資格証明書とか短期保険証の

今の発行状況をお尋ねします。 

○医療保険課長 

 ２７年度の数で申し上げさせていただきます。平成２８年３月末現在の短期証の交付世帯数、

これは１２４７世帯でございます。また資格証明書交付世帯数につきましては、６３０世帯と

いうことになっております。平成２７年度末の数字でございます。 

○宮嶋委員 
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 この３月末時点というのが１番多い数字なんですかね。資格証の数が多い気がしますけど、

例年このくらいですか。 

○医療保険課長 

 平成２７年度で申し上げますと、資格証交付世帯数につきましては、６９５世帯、それから

平成２５年度で申し上げますと、６５３世帯ということで、平成２７年度末は若干減少してい

るものと思われます。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休憩１０：２１ 

再開１０：２１ 

委員会を再開いたします。 

ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

 質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 ほかにもろもろとあるんですが、いわゆる国民健康保険税は住民の健康を守るという立場に

立てば、資格証、被保険者証の交付がいまだに続いているということがあります。それで、詳

しくは本会議で述べたいと思いますけれども、反対の態度をとらせていただきます。 

○委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な  し ） 

 討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１２６号 平成２８年度飯塚市国民健康

保険特別会計補正予算（第２号）」について、原案どおり可決することに賛成の委員は、挙手

願います。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１２７号 平成２８年度飯塚市介護保険特別会計補正予算（第２号）」を議

題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○介護保険課長 

「議案第１２７号 平成２８年度飯塚市介護保険特別会計補正予算（第２号）」の補足説明

をいたします。 

補正予算書の１５１ページをお願います。今回の補正は、決算見込みにより補正を行うもの

で、第１条第１項におきまして、保険事業勘定の歳入歳出を、それぞれ１億７６５８万４千円

追加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ１３９億６２８１万５千円に、同条第３項で、介護

サービス事業勘定の歳入歳出を、それぞれ６４万５千円を減額し、予算の総額を、歳入歳出そ

れぞれ９４２８万８千円にしようとするものです。 

 第２条におきまして、債務負担行為を行うものです。１５５ページ、第２表債務負担行為を

お願いします。地方自治法第２１４条の規定により、高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計

画策定支援委託料を平成２８年度から平成２９年度の期間で、限度額５９３万円とするもので、

来年４月からの実態調査や計画策定の事前準備行為が必要なため、債務負担行為を行うもので

す。 

続きまして、補正の内容につきましては、保険事業勘定の事項別明細により、主なものにつ

いて、歳出・歳入の順で説明いたします。 
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１６１ページをお願いします。１款、総務費、１項、総務管理費の２２９万４千円の増額に

つきましては、１目、一般管理費において、当初予算からの人件費の組替え等に伴うものです。

同款、総務費、１項、徴収費の３２万９千円の減額につきましては、主なものとして、１目、

賦課徴収費の印刷製本費の保険料納入通知書において、行政システムとの業務委託内容の変更

により３４万９９２０円が減額となったものです。 

次ページの同款、３項、介護認定審査会費の２７万４千円の減額につきましては、１目、介

護認定審査会費においては、３０万６千円の減額で、審査会開催数に増減はないものの、実績

による２３人の欠席による減に伴う報酬・費用弁償の減額が主なものになります。２目、認定

調査等費においては、３万２千円の増額で、職員給与費等の人件費６３万８千円の増額、申請

件数の減少に伴う主治医意見書等作成手数料等５７万２千円の減額が主なものです。 

１６３ページをお願いします。下段の２款、保険給付費、１項、介護サービス等諸費、１目、

居宅介護サービス給付費の増に伴う９億４４２８万６千円の増額から１６６ページ上段の６項、

その他諸費、１目、審査支払手数料４３万６千円の増額までの増減につきましては、今年度前

半の給付費の実績をもとに、各給付費の決算見込みを行い、保険給付費８９２８万４千円増額

補正し、給付総額を１３１億１５００万８千円にするものです。 

次に１６６ページの３款、地域支援事業費、１項、事業管理費の３４９万２千円の増額につ

きましては、人件費の増額２３６万円及び総合事業支援システム導入委託料１１３万２千円に

なります。 

１６７ページの同款、２項、介護予防事業費の２１１万３千円の減額につきましては、一次

予防事業５４万２千円、二次予防事業の各種教室等の事業１９０万６千円の減に伴う手数料及

び委託料の減額及び総合事業実施に伴う他市町村での利用者に係る費用としての総合事業清算

金３３万５千円の増額になります。同じく同款、３項、包括的支援事業・任意事業費の

５０９万９千円の減額につきましては、説明欄にあります各事業の増減に伴う減額によるもの

です。 

次に１６８ページの４款、基金積立金、１項、基金積立金２５３万１千円の増額は、介護保

険給付費等準備基金の積立金増額になります。 

次に１６９ページの５款、諸支出金、１項、償還金及び還付加算金８６８２万５千円の増額

につきましては、国・県の前年度の介護給付費負担金の確定により、超過受け入れ分

８６８２万５千円を返還するものです。 

次に、歳入について説明いたします。１５７ページをお願いします。１款、保険料、１項、

介護保険料の１７１１万４千円の減額につきましては、第１号被保険者保険料の現年度分特別

徴収保険料７３９万３千円の減額及び現年度分普通徴収の減額１３６５万１千円及び滞納繰越

普通徴収保険料の増額３９３万円を相殺したものです。これは、７月の本算定状況から決算額

を見込み、それぞれの比率の増減に伴い、特別徴収及び普通徴収においては減額補正するもの

です。同じく、２款、使用料及び手数料１０万８千円の増額の主なものは、１項、２目、総務

手数料８万円の増額、指定申請手数料の増５件１１万円、指定更新手数料２件減、３万円を相

殺したものです。同じく、１５７ぺージの３款、国庫支出金から１５８ページの４款、支払基

金交付金、及び５款、県支出金は、歳出の保険給付費及び地域支援事業費等の補正に応じて、

それぞれの負担割合で歳入額の増減補正をしております。 

次に、１５９ぺージの６款、財産収入４２万５千円の増額については、基金利子及び運用収

入の増額になります。同じく、７款、繰入金、１項、一般会計繰入金１２９９万４千円の増額

については、歳出の保険給付費等に決算見込みに応じ、それぞれの負担割合で増減補正したも

のです。 

次に１６０ページの８款、繰越金、１項、繰越金、１目、繰越金１億１８８３万７千円の増

額は、前年度繰越金を計上するものです。９款、諸収入、３項、雑入、３４７万７千円の増額
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は、給付費返納金５８万３千円の増額及び第三者納付金５４４万５千円の増額が主なものです。

第三者納付金５４４万５千円につきましては、平成２５年２月に発生しました交通事故の損害

賠償金の額の確定に伴うものです。歳出において、第三者行為求償事務処理手数料として、

５５万２５４４円を計上しています。 

続きまして、介護サービス事業勘定について、補足説明いたします。 

１７５ページをお願いします。歳入歳出ともに、介護サービス事業勘定につきましては、全

体で６４万５千円の減額となっております。 

１７８ページをお願いいたします。歳出において、主なものは、２款、事業費、１項、居宅

介護事業費、１目、居宅介護事業費の職員給与費嘱託職員分において、２７万９千円の減額、

及び同目のその他の居宅介護支援事業費において、９万８千円の減額になります。 

１７７ページをお願いいたします。歳入においては、決算見込みにより１款、サービス収入

１項、予防給付費収入において、６８４万１千円の減額、２款、１項、一般会計繰入金におい

て、事務費等繰入金６１７万８千円の増額が主なものになります。 

 以上簡単ですが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 １５７ページの歳入ですけれど、減額補正になっていますが、これも先ほどと同じように人

口は減っても、高齢者の人口は減ってないような気はしますけど、これの減額の理由を教えて

ください。 

○介護保険課長 

 この減額につきましては、先ほども申しましたけれども、当初予算段階では、仮算定の段階

で人数等を見積もっておったわけでございますが、段階区分をしておったわけでございますが、

実際には７月に本算定を行います。その間の異動の関係がございます。それと金額が出ており

ますのは、当初予算の段階では、国の、いわゆる保険料区分が１１段階でございました。本市

においては、１５段階というような形で細分化した部分がございます。そこら辺の異動、細分

化した部分の異動による減額が生じたものでございます。 

○宮嶋委員 

 全体的な人数よりもいわゆる低所得の方が多かったということでいいんですか。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休憩１０：３６ 

再開１０：３７ 

委員会を再開いたします。 

○介護保険課長 

 先ほども申しましたけど、１１段階の区分で国が示したものを、２７年度の改正によりまし

て、１５段階ということになっておりますので、１１段階の枠の中に入っておったものを細分

化すれば、当然下部の部分ができてきますので、そちらの部分に異動になった方がふえたとい

うことでご理解をお願いいたします。 

○宮嶋委員 

 私が申し上げていることと同じではないんですかね。いいですかね。それでは、その下に滞

納繰越分の普通徴収というのが上がってきているんですけれども、介護保険の場合、滞納して

いる方に対して、国保の場合は、先ほど資格証だとかいうふうなことを申し上げましたけども、

そういうことがあっているのかどうか、教えてください。 

○介護保険課長 
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 滞納ということで資格証の部分は特にございませんけれども、例えば滞納期間がふえた場合

については、１割から３割といったことで明記していって、サービス費の個人負担がふえてく

るといったことが生じることになろうかと思います。 

○宮嶋委員 

 滞納された期間によっては、いわゆるサービスを受ける利用料、これが１割負担ではなくて、

２割負担、３割負担というのがあるということですか。 

○介護保険課長 

 詳しく申しますと、滞納期間によりまして、１割負担といったのが、全額負担になって、あ

とから１割負担の分が戻ってくるといったことで、さらに滞納が進みますと、いわゆる１割負

担が３割負担に、いま１割負担と２割負担の方がございますので、所得に応じていますので、

そういった方につきましては、３割負担をしていただくというような形になろうかと思います。 

○宮嶋委員 

 結局、全額負担ということは、いわゆる国保でいう資格証と同じことになるわけですよね。

そういうものが出されているんですか。介護保険の場合。 

○介護保険課長 

 介護保険制度におきましては、国の法律に基づいて行っておりますので、法に基づいて、そ

ういった規定がございますので、それに基づいて行っておるということでございます。 

○宮嶋委員 

 ちなみに、現在、どのくらいの方がそれに該当されていますか。 

○介護保険課長 

 今資料がございませんので、正確な数字はお答えできませんが、３割負担の方で、私の記憶

によりますと大体２、３人程度おられたかと思います。 

○宮嶋委員 

 ２、３人程度で少ないかなというふうにおっしゃるんだろうと思いますけども、結局滞納し

たら、そういう形になってサービスを、もう最初から介護認定を受けないとか、そういう事態

になるだろうと思うんですよね。はい、わかりました。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 介護保険の場合は、どうしても高齢になって介護を受けなければいけない方にとって、滞納

していたらサービスが受けられないというような制度になっていることに対して、反対の態度

をとらせていただきます。 

○委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１２７号 平成２８年度飯塚市介護保険

特別会計補正予算（第２号）」について、原案どおり可決することに賛成の委員は挙手願いま

す。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１２８号 平成２８年度飯塚市後期高齢者医療特別会計補正予算（第

１号）」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 



９ 

○医療保険課長 

議案第１２８号の補足説明をいたします。補正予算書の１８１ページをお願いいたします。

第１条において、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４７１４万８千円を追加いた

しまして、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１７億８１８２万５千円とするものでござ

います。詳細につきましては、事項別明細書でご説明いたします。 

１８５ページをお願いいたします。歳出予算の主なものについてご説明いたします。１款、

総務費、１項、総務管理費、１目、一般管理費、５１２万２千円の増につきましては、人件費

の増等によるものでございます。 

１８６ページをお願いいたします。２款、後期高齢者医療広域連合納付金につきましては、

平成２７年度の出納整理期間中に収納しました、前年度保険料繰越分を納付するもので、

４２５２万４千円を増額いたしております。 

１８４ぺージをお願いいたします。歳入予算についてご説明いたします。３款、繰入金、

１項、一般会計繰入金、１目、事務費繰入金につきましては、歳出予算の総務費の増等により、

４５７万７千円を増額いたしております。４款、繰越金につきましては、平成２７年度の出納

閉鎖期間における平成２８年４月及び５月収納分の保険料４２５７万１千円を計上いたしてお

ります。 

以上簡単ですが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 収入で聞くのですかね、１８５ページ、徴収費とは関係ないですね。介護保険と同じように

滞納した場合にはどういうふうになっているのか。１割負担とか、２割負担とか、またこの場

合もあるのかどうか、お尋ねします。 

○医療保険課長 

 介護保険のように負担割合がふえるというようなことはございませんが、国保と同様に後期

高齢者に係る資格証及び短期証につきまして、県の後期高齢者広域連合におきまして、被保険

者の保険料の滞納状況等により、短期証が発行されるということはございます。 

○宮嶋委員 

 短期証だけしかないんですか、資格証はないんですか。 

○委員長 

 予算審議に関して、質疑をお願いします。 

○宮嶋委員 

 短期証の人数を教えてください。 

○医療保険課長 

 平成２７年度の数字でお答えさせていただきます。平成２７年度３月末現在の数字ですが、

短期証の交付件数は２８件でございました。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 後期高齢者ということで、以前から申し上げていますように、高齢者を差別するこの保険制

度に対しては、反対します。 

○委員長 
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 ほかに討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１２８号 平成２８年度飯塚市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第１号）」について、原案どおり可決することに賛成の委員は挙手

願います。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１３９号 飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条例」を議題といた

します。執行部の補足説明を求めます。 

○医療保険課長 

「議案第１３９号 飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条例」について、補足説明

をいたします。 

議案書の１１ページをお願いいたします。今回の改正は、所得税法等の一部を改正する法律

の施行等に伴い、飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正するものでございます。 

議案書の１３ページをお願いいたします。新旧対照表により、主な改正内容についてご説明

いたします。第２４条は、保険税の減額に関する規定でございますが、地方税法の規定に基づ

き、第１号は７割軽減、第２号は５割軽減の額について規定をしております。 

現行の特定継続世帯に対する軽減措置につきましては、平成２５年の地方税法改正に伴い、

国保税条例の一部改正を行い、新たに設けたところですが、軽減額の算出にあたり、円未満の

額を切り捨てた額となっており、このことは、法令に照らし適当でないということで、今回、

新旧対照表に記載のとおり改正をしようとするものでございます。 

施行期日につきましては、平成２９年１月１日としておりますが、この改正分につきまして

は、平成２５年度以降の年度分の国保税について適用することとし、適切な軽減措置を受けら

れなかった被保険者の方々には、本議案の議決後、還付をすることといたしております。なお、

現時点で、還付の対象となります世帯数及び還付金の総額は、５世帯、５００円となっており

ます。 

次に、附則におきまして、第１９項「特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例」

及び１４ページになりますが、第２０項「特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特

例」の２項を加えようとするものでございます。 

これにつきましては、所得税法等の一部改正に伴い、特例適用利子及び特例適用配当等につ

きまして、国民健康保険税の所得割額の算定及び軽減判定に用います総所得金額に含めるとい

うものでございます。 

 以上、簡単ですが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 よくわからなかったんですが、例えば一番最後の桁を切り捨てていたのを、切り上げるとい

うことで、この１円ずつが上がるということですかね。意味がわからないです。 

○医療保険課長 

 今委員おっしゃいますとおり、円未満の端数を切り捨てておりましたものを、これは法令に

照らして適当でないという解釈がございまして、これを切り上げて１円ふやすということでの

改正でございます。 

○宮嶋委員 

 法に照らしてという、その法の根拠はどういうことになっていますか。 

○医療保険課長 
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 地方税法そのものには、円未満を切り上げるというような細かい規定はございませんが、法

の趣旨としまして、この減額する額につきまして、条例に規定する額の端数処理につきまして

は、円未満の額を四捨五入、または切り捨てることは四捨部分の額、また切り捨てられた部分

の額は実質的に減額割合を下回ることとなるということから、法令に照らして適当でないとい

う法の解釈に基づき、改正をするものでございます。 

○宮嶋委員 

 法律は変わってないと、解釈が変わったということですか。 

○医療保険課長 

 法の改正につきましては、２５年に改正がされておりますけれども、解釈そのものが変わっ

たわけではなくて、平成２５年におきまして、国保税条例の改正をする際に、この趣旨を取り

違えて規程をしていたということでございます。 

○宮嶋委員 

 解釈ということであれば、そのことを書いた文書というのは、規則とかいろいろあるんでし

ょうけれど、そういうのがあるんですか。 

○医療保険課長 

 この法の解説書籍等にこういった記述がございます。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 法が変わらないのに、解釈の部分を変えて、どの単価になっても１円しかふえないんでしょ

うけども、こういうことは許されないんではないかなというふうに思いますので、反対の態度

をとらせていただきます。 

○委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１３９号 飯塚市国民健康保険条例の一

部を改正する条例」について、原案どおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１４１号 飯塚市立就学前の子どものための教育・保育施設条例の一部改正

する条例」及び「議案第１４９号 財産の譲渡（幸袋子ども園舎）」、以上２件は関連がござ

いますので、一括議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○子育て支援課長 

「議案第１４１号 飯塚市就学前の子どものための教育・保育施設条例の一部を改正する条

例」につきまして、補足説明いたします。 

議案書の１９ページ、２０ページの新旧対照表をお願いいたします。飯塚市立幸袋こども園

は平成２９年４月１日より民営化のため、飯塚市立就学前の子どものための教育・保育施設条

例別表の区分、幼保連携型認定こども園、名称、飯塚市立幸袋こども園、住所、飯塚市中

５１３番地５、中５１３番地４５を削除するものです。 

 続きまして、「議案第１４９号 財産の譲渡（飯塚市立幸袋こども園）」について補足説明

いたします。 議案書７０ページをお願いいたします。７１ページには平面図、７２ページ、

７３ページには位置図を添付させていただいております。 
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 財産処分の内容としまして、１．譲渡する財産は幸袋こども園舎、所在地は保育園舎、飯塚

市中５１３番地４５、幼稚園舎、飯塚市中５１３番地５。構造は保育園舎、鉄筋コンクリート

造２階建、幼稚園舎、木造平屋建、幼稚園舎敷に物置として鉄骨プレハブ。床面積は 

１０９７．７３平方メートル、そのうち保育園舎５４６．９４平方メートル、幼稚園舎 

５２９．７９平方メートル、物置のプレハブは２１．００平方メートルです。 

２．譲渡の相手方は飯塚市大日寺５１２番地２７３、社会福祉法人三和会、         

代表者、理事長、柴田美恵子。社会福祉法人三和会理事長につきましては、平成２８年４月

１日付けで林田正紀氏より柴田美恵子氏に変更され、同年４月１４日に登記済みであります。 

 なお、建物は無償譲渡の決定にあたりましては、飯塚市財産管理審議会、及び附属機関であ

ります公立保育所・幼稚園あり方検討委員会の審議、協議を受けた中で決定しております。 

 また、物品、遊具及び備品につきましては、飯塚市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する

条例第６条第１号の規定により無償譲与と考えております。土地につきましては、保育所運営

を安定的に継続するために、有償貸付で考えております。 

 以上、簡単ですが補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○江口委員 

 まず、公立であったものが、民営化されるわけです。いま移行期間であるかと思いますが、

その移行作業については順調であるのか、どうなのか、その点についてお聞かせください。 

○子育て支援課長 

 今のところ３回、移行先の三和会と認定こども園の幸袋のほうで保護者会で協議を行ってお

ります。順調に行っております。 

○江口委員 

 前例でしたら、例えば何カ月か先方さんから派遣されてこられた方が一緒に保育をされると

いったこともありましたが、その点についてはどのようになっておりますか。 

○子育て支援課長 

 今度なられる園長ほか、保育士が６月から交代で見えられて、一緒に保育を見たり、されて

おります。 

○江口委員 

 先ほど財産管理審議会等々で、この財産の譲渡については無償と決まったというお話ござい

ました。保育所を幾つか民営化していく中で、有償で譲渡した事例もあったかと思います。こ

の案件が無償となった、その背景をお聞かせください。 

○子育て支援課長 

 基準になっている鑑定価格の園ですけれども、横田保育園が基準となっております。そこの

鑑定額から上回った鑑定額になりましたら、有償になりますし、下回りましたら無償というこ

とになっております。資産価値はですね、保育園舎は２９４６万円、そして幼稚園舎は０円と

なっております。横田保育園の民営化時点ですけども、１７年４月１日の鑑定価格は

３８４０万円です。 

○江口委員 

 最後に、土地については、有償で貸し付けというお話がございました。その地代については、

年間どの程度になるのか、それともう１点は、ずっと有償貸し付けになるのか、それとも例え

ば、何年か経って売却というふうな形になるのか、そちらについてはどのようになるのか、お

聞かせください。 

○子育て支援課長 

 土地の面積で試算しましたところ、保育園舎は１３１６．３２平方メートル、幼稚園舎のほ
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うは２６９８．００平方メートルです。年額として約７８万円の借地料をいただくのではない

かと考えております。無償払い下げということなんですけども、契約としては３０年間有償で

ということで、その３０年間のあとは更新ということになります。現段階では有償貸し付けの

考えでおります。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○佐藤委員 

 最初の江口委員の質問と同じようになるんですけども、認定こども園の民間移譲については、

本市でも初めてであると思いますし、県下でも初めてではないかと思っております。移譲手続

について順調と聞いておりますけども、４月１日に完全以降になるまで双方が移譲先と本市が

相互に協力してスムーズに事務手続を生かしていただくようにできますか。お互いが相互に協

力していただくことをお願いしたいんですけども、大丈夫でしょうか。 

○子育て支援課長 

 本日も朝から三和会事務長さんが見えられて、うちの職員と移譲のことの書類関係などの整

備を行っております。４月１日に完全に開設できるようにやっていきます。大丈夫です。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 認定こども園の民営化ということで、定数とかに変更はないのかどうか、お尋ねします。 

○子育て支援課長 

 幸袋保育所、幼稚園ですけども、現在１号認定が７０人、２号認定が５５人、３号認定が

３５人です。移譲後につきましては、１号認定が６０人、そして２号認定が５５人、３号認定

は３５人となっております。 

○宮嶋委員 

 いま本当に待機児童の問題のことで大変問題になっておりますので、ぜひ定数をふやせる状

況をつくっていただくのと、保育士さんは当初はきちんとそれが運営できるように確保されて

いるんでしょうけれども、きちんとやっていただかないと、また大変なことになるんではない

かなと思います。やっぱり公立であれば、正規の職員であれば保育士さんが集まってくるとい

うことが、この間も証明されたわけですから、ぜひ市が責任を持ってやっていただきたい。民

営化でなくて、公立でやってもらいたいというふうに思っています。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 あくまでも、保育で子どもを育てるという観点から――― 

○委員長 

 宮嶋委員、一括議題としていますので、どちらか先に述べてもらって。 

○宮嶋委員 

 両方一緒です。 

○委員長 

 では、そのまま言ってください。 

○宮嶋委員 

 それでは１４１号と１４９号に対して、反対討論を行います。市があくまでも公立の保育園
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ということで、子育てに責任を持っていただきたいということで、民営化には反対ということ

で、この両方の議案に対して反対の態度をとります。 

○委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。 

 議題中、「議案第１４１号 飯塚市立就学前の子どものための教育・保育施設条例の一部を

改正する条例」について、原案のとおり可決することに、賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１４９号 財産の譲渡(幸袋こども園舎)」について、原案のとおり可決する

ことに、賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１４２号 飯塚市児童センター及び児童館条例の一部を改正する条例」を議

題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○子育て支援課長 

 「議案１４２号 飯塚市児童センター及び児童館条例の一部を改正する条例」につきまして

補足説明いたします。議案書２１ページ、２２ページの新旧対照表をお願いします。 

小中一貫校建設に伴い、目尾小学校と幸袋小学校を幸袋小学校とし、平恒小学校と楽市小学

校を穂波東小学校とされます。そのため、新設の幸袋児童センターは幸袋小学校の位置に改め、

楽市児童館と平恒児童館は新設の穂波東児童館とし、穂波東小学校の位置とするため条例改正

するものです。目尾児童館と幸袋児童センターを飯塚市中７３０番地１の幸袋児童センターに

改め、また、楽市児童館と平恒児童館を飯塚市平恒１０２１番地１の穂波東児童館とします。 

以上、簡単ですが補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 幸袋の場合は児童センター、穂波東の場合は児童館というふうになっています。この違いを

教えてください。 

○子育て支援課長 

 センターと児童館の区別は面積によるものです。当初、児童センター３８０、ちょっと記憶

が定かじゃないんですけど、３８０平米以上がセンター、そして２５０平米以上ぐらいが児童

館ということになっておりますので、当初、児童センター、児童館というような建物の名称と

しております。 

○宮嶋委員 

 それぞれ、どのくらいの面積があるんですか、書いてあるんですかね。 

○子育て支援課長 

 幸袋児童センターは、約５８０平方メートルです。穂波東児童館は約１０６５平方メートル

となっております。もともと、幸袋児童センターという名称になっていましたので、引き続き

皆さんが呼びやすい、慣れている名称で幸袋児童センターといたしました。穂波のほうは、そ

れぞれで児童館としましたので、穂波の面積は、児童センター並みですけども、児童館という

ような名称に決定しております。 

○宮嶋委員 

 結局、センターと児童館の線引きというのはないんじゃないですか。適当なんじゃないです
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か。違いますか。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休憩１１：１０ 

再開１１：１０ 

委員会を再開いたします。 

○子育て支援課長 

 センターは、当初建てるときの面積がその面積以上にありましたので、児童センターという

ところで、やっております。その児童センターというのは、いろんな体育施設設備なんかも有

するというところで、このセンターというのになっております。児童館というのは、穂波の場

合は、専用施設でありまして、児童クラブの専用施設でありましたので、面積が非常に、教室

２部屋ぐらいだったので、狭いので児童館というところで、地元の了解を得て専用室というと

ころでの児童館というところで、開設をしております。 

○宮嶋委員 

 もともと児童館というのは、いわゆる児童クラブの子どもたちが使っている、どういう目的

で使うのかで分かれるんじゃないかなと思うんですけども、児童館の場合は、安易に児童クラ

ブの場所がないので、そういう名目でつくれば、国の補助金か何かがくるので、児童館という

形で使うけれども、そうなってくると、たしか１８歳までぐらいの子どもたちが使えるような

施設だったんではないかと、私もうる覚えで申しわけないんですけど、そういうことで、もと

もとのつくった目的が違うと思うんですよね。旧飯塚市の場合は、いわゆる児童クラブの子ど

もたち専用の施設として、児童センターをつくられたんじゃないかなと。よその自治体でも児

童館というのは、そういうふうに青少年の娯楽というか、そういう施設になっているので、便

宜上幾つかの部屋を児童クラブで使っているけれども、ここに中学生とか高校生の子どもたち

が入って使えるよというふうになっているから、法律のもともとの成り立ちが違うんじゃない

かなと思いますが、いかがですか。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休憩１１：１３ 

再開１１：２５ 

委員会を再開いたします。 

○子育て支援課長 

 失礼しました。児童館の設置運営要綱を調べましたところ、小型児童館というのが、穂波東

児童館というふうな形でいまあるんですけれども、小地域の児童を対象として一定の要件を具

備した児童館というところです。児童センターのほうは、幸袋児童センターなんですけども、

小型児童館の機能に加えて、児童の体力増進に関する設備などを有した児童センターとなって

います。幸袋児童館には、マット、跳び箱などを設置しております。 

○宮嶋委員 

 もともとの児童センターと児童館の違いというのをできたら、書いているものはないんです

か。そういうのを出してください。例えば、児童センターは使える人たちの年齢層だとかいう

のもあるし、児童館の場合は、これこれの年代が使います。目的としてはこういうことに使い

ますというのが分かるようになったものがあれば、それがちょっと欲しいです。それと一番聞

きたかったのは、これは児童クラブの子どもたちがどちらも専用で使うつもりで整備されてい

るのかどうかというとこら辺をお聞きしたかったんで、名前がどうして違うのかなというとこ

ろから入ったんで、ちょっとはっきりわかるような資料をいただけませんかね。 

○委員長 
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 暫時休憩いたします。 

休憩１１：２７ 

再開１１：３０ 

委員会を再開いたします。 

○宮嶋委員 

 それでは、名前はもともとからあったということですけれど、この児童館とセンターの違い

についての議論は、また法律に基づいてどういうふうになっているとこら辺は別の機会に考え

たいと思います。広さは５８０平方メートルと１０６０平方メートルあるというふうにおっし

ゃいました。ここの今の両方の子どもの定員は何人でしょうか。 

○子育て支援課長 

 幸袋児童センターは、集会室３部屋で１３７人の定員です。穂波東は６部屋ありまして、

２４０人の定員となっております。 

○宮嶋委員 

 それが広さに対する定員、これ以上は入れられませんよという定員ですよね。実際にこの

４月からなるのか、４月からはまだわからないのかもしれませんけれど、ここに子どもたちが

何人ずつ入るのかという見込みはありますか。 

○子育て支援課長 

 平成２９年４月１日では、合計で１３１人の児童が入所の申請を行っております。そして楽

市、平恒の穂波東につきましては、１９５名の入所の申請が行われております。 

○宮嶋委員 

 定数にゆっくり余裕があるのかなと思ったら、結局、これはふえてしまうと定員オーバーに

なるんですね。幸袋児童センターは、幸袋小中一貫校になったら、目尾小学校の子も幸袋小学

校の子も一緒にこのひとつにセンターにはいるということですよね。 

○子育て支援課長 

 そのとおりであります。 

○宮嶋委員 

 これはできれば、あまりマンモス化しないほうが、子どもたちの安全とか、そういうのが守

られるんじゃないかなというところでの質問だったんですが、１９５人という数ですね。なか

なか、大変な数になっています。２カ所に分散しようというようなことは考えられなかったん

ですかね。 

○子育て支援課長 

 児童クラブは、学校の敷地内に建設するのが子どもたちの安全から考えて最適だと思ってい

ますので、今の小学校の教室を利用いたしまして、今建設中であります穂波児童館に関しまし

ては、６部屋を利用してということになっております。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を終結します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 大規模化になるというところで、子どもの安全確保がどうなのかというとこら辺で反対の態

度をとらせていただきます。 

○委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な  し ） 



１７ 

討論を終結いたします。採決いたします。 

「議案第１４２号 飯塚児童センター及び児童館条例の一部を改正する条例」について、原

案どおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

○宮嶋委員 

 先ほどの議案第１３９号ですが、私、勘違いをいたしまして、保険税減額という項目が書い

てありましたので、切り上げをして、保険料がふえるというふうに、間違った解釈をしていま

したけれども、これは、軽減額だということで、今まで１円多く取り過ぎていたということで、

正常に戻すということで、これは住民の利益になるというふうなことになるというふうに解釈

ができるということで、反対の態度を撤回して賛成させていただきたいと思いますので、よろ

しくお取り計らいをお願いいたします。 

○委員長 

 ただいま、宮嶋委員より「議案第１３９号 飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条

例」について、再審査の申し出がございました。 

お諮りいたします。議案第１３９号について、再審査を行うことに、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、そのように決定いたしました。 

「議案第１３９号 飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条例」を議題といたします。

採決いたします。「議案第１３９号 飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条例」につ

いて、原案どおり可決することにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１４４号 飯塚市介護サービス事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部を改正する条例」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○介護保険課長 

「議案第１４４号飯塚市介護サービス事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部を改正する条例」の補足説明をいたします。 

議案書の２５ページをお願いいたします。平成２６年６月「地域における医療及び介護の総

合的な確保を推進するめの関係法律の整備等に関する法律」の規定により、介護保険法及び関

係法令が改正され、平成２８年４月より地域密着型サービスに地域密着型通所介護が創設され

ました。この地域密着型通所介護に係る指定を受けた事業所が提供するサービスの基準につい

ては、他の地域密着型サービス同様、その基準については、国が定めたものを勘案し、市町村

が条例で定めるものとされています。また、市町村の指定基準の条例制定については、施行か

ら１年間の経過措置が設けられ、最も遅い場合には平成２９年３月３１施行とされています。

なお、条例制定までの間については、厚生労働省令で定める基準を適用することになります。 

改正内容については、新旧対照表でご説明いたします。２７ページをお願いいたします。 

今回の改正は、別表の改正になります。第５条及び第１０条関係の非常災害対策及び準用規

定において定める別表第１において、ア、イの項を加え、それぞれ、指定地域密着通所介護事

業者及び指定療養通所介護事業者を規定し、旧のアからキについて、新のウからケに改め、第

６条、第１０条、第１１条の４、第１１条の７関係のサービスの提供に関する記録の整備及び

準用規定において定める別表第２において、ウ、エの項を加え、サービスの種類及び整備して

おくべき記録の項目をそれぞれ規定し、旧のウからクについて、新のオからコに改め、第６条、

第１０条、第１１条の４、第１１条の７関係のサービスの提供に関する記録の整備及び準用規

定において定める別表第３において、イ、ウの項を加え、サービスの種類及び整備しておくべ
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き記録の項目をそれぞれ規定し、旧のイからエについて、新のエからカに改めるものです。エ、

オ、カの項中の改正については、項を加えたことによる項ずれを整備するものです。 

具体的には、別表第１において、地域密着型サービスに地域密着型通所介護、療養通所介護

を位置づけ、第５条に定める非常災害対策の具体的な計画、関係機関との連携体制等の整備及

び訓練の実施を定めるものです。別表第２において、地域密着型通所介護、療養通所介護にお

いて、他のサービスと同様に、整備しておく記録として、介護計画及び提供した具体的なサー

ビス内容等の記録を義務化するものです。別表第３において、整備する記録として、運営推進

会議における報告、評価、要望、助言等の記録や前項の（ア）から（ウ）の市への通知に係る

記録、苦情の内容等の記録、事故の状況の記録・対応記録を義務化するものです。 

 以上簡単ですが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 追加されたアとイは、具体的にはどういう事業内容なのか、教えていただけますか。 

○介護保険課長 

 アとイということで、別表のほうに、当初、指定地域密着型通所介護事業所とイの指定療養

通所介護事業所と、アにつきましては、１８人以下の小規模の通所介護事業所でございまして、

在宅のほうから通所介護事業所のほうに通われて、そこでのサービスを行うといったものでご

ざいます。指定療養通所介護につきましては、常に看護師による観察を必要とする難病の疾患

疾病後遺症等の重度の要介護者を対象としたサービスでございまして、そういった方の利用者

の孤立化の解消や心身機能の維持回復だけでなく、家族介護の負担軽減などを目的とされてお

る事業所でございます。ちなみに福岡県内にはこのサービスはございません。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。 

「議案第１４４号 飯塚市介護サービス事業所等の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例の一部を改正する条例」については、原案どおり可決することにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１４６号 飯塚市病院事業条例」を議題といたします。執行部の補足説明を

求めます。 

○行財政改革推進課長 

議案第１４６号は組織改変に伴う条例の制定でありますので、本日提出させていただいてい

ます補足資料から先に説明させていただきます。  

資料の左側が、平成２８年度の組織機構で、右側が、平成２９年度組織機構案となります。

現状の組織では、公営企業法に基づく病院事業は、市長部局のこども・健康部が運営し、水道

事業、工業用水道事業及び下水道事業は、上下水道局が運営しております。この公営企業を平

成２９年度から一つの組織で運営を行なうために組織の見直しを行うものでございます。 

表の右側をお願いします。平成２９年度は、４つの公営企業を運営するため、新たに企業局

を設置いたします。また市立病院の運営につきまして、企業経営課内に病院事業を専門に担当

する市立病院経営室を設置するように考えております。 
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今回の見直しの理由としましては、現行の組織では、医療に対する考え方と病院運営の考え

方に矛盾が生じること、また公営企業を一体化すことで、適正な企業運営ができ、市立病院の

運営姿勢や経営責任を明確にすることができるため行うものでございます。 

以上簡単ではございますが、補足資料の説明を終わります。 

○健幸・スポーツ課長 

「議案第１４６号 飯塚市病院事業条例」について、補足説明いたします。 

本条例案につきましては、先ほどご説明いたしましたとおり、行財政改革に基づく組織の改

編により、「上下水道事業」と「病院事業」を一つの「企業局」として設置することに伴い、

関係条例の整備を行うものでございます。議案の病院事業関係につきましては、設置等に関す

る部分と病院事業に関する部分と分ける必要がありますことから、第１条から第７条までの設

置等に関する部分は、議案１４５号に、それ以外の第９条から第１６条までの規定について、

｢市長｣とありますものを「企業管理者」に名称の変更し、病院事業条例として制定するもので

ございます。 

 なお、附則の「別表第１」及び「別表第２」の利用料金及び手数料の内容に変更はございま

せん。 

 以上、簡単ではございますが、補足説明を終わります。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 先ほど、医療保険のほうは支出を抑えて、なるだけ医療費がかからないようにというのと反

対に、病院のほうでは収益上げないといけない。相反するというようなことの説明でしたけれ

ども、やはりどちらも、本当に市民の健康、命を守るという立場に立つというところでは、同

じだと思いますので、これをあえてわける、相反するからこういう機構に変えるんだというと

こら辺で、納得がいきません。１４５号と１４６号、あわせて本会議では討論をしたいと思い

ますが、１４６号に対しては反対の態度をとらせていただきます。 

○委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。 

「議案第１４６号 飯塚市病院事業条例」について、原案どおり可決することに賛成の委員

は挙手願います。 

（ 挙  手 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第１４８号 契約の締結（若菜児童館建設工事）」を議題といたします。執行

部の補足説明を求めます。 

○契約課長 

「議案第１４８号 契約の締結（若菜児童館建設工事）」につきまして補足説明をいたしま

す。 

議案書の６３ページをお願いいたします。議案書６３ページの議案第１４８号「契約の締

結」につきましては、地方自治法第９６条第１項第５号及び飯塚市議会の議決に付すべき契約

に関する条例第２条の規定に基づき、本案を提出するものであります。 

本件、「若菜児童館建設工事」につきましては、契約金額１億６２７６万６８００円で、
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「三協技建株式会社 代表取締役 近藤 俊介」と契約を締結するものであります。 

また、工期につきましては、本契約として認められた日から平成２９年７月３１日までとし

ております。 

本件の入札執行状況につきましては、「条件付き一般競争入札実施要領」に基づき、業者選

考委員会において、参加要件等を決定し、１０月２１日に入札公告を行い、１１月９日に入札

を執行いたしました。 

今回の参加要件ですが、本来であれば、税込み予定価格が１億５千万円以上ですので、ＳⅠ

等級での発注となりますが、告示する段階において、ＳⅠ等級の業者がすべて手持ちの状態で

あり、参加可能業者がいなかったため、運用基準の第２条第２号及び第６号を適用し、第２号

では、「等級区分に関する要件については、土木一式工事及び建築一式工事の場合において、

原則として、別表に規定する設計金額に対応する等級に格付けされた者を条件として設定す

る」としていますが、ただし書があり、「ＳⅠ等級区分の工事において、対象業者数が１者と

なる場合には、Ⅰ等級業者も条件として設定する」と規定しています。この運用基準では、対

象業者数が０者になることは、想定されていませんが、今回、この運用基準にあてはめ、Ⅰ等

級を設定し、また、運用基準の第２条第６号「第２希望業者の参加に関する要件については、

告示日において第１希望の参加可能業者が１者以下の場合に条件として設定する」との規定も

あわせて適用し、建築一式工事の工種の第２希望に登録のある業者も条件として設定し、告示

を行いました。 

入札の結果でございますが、議案書の６４ページの入札概要をお願いします。本件につきま

しては、２者からの入札参加申請があり、２者による入札の結果、予定価格１億６２７６万

６８００円に対し、落札額１億６２７６万６８００円、落札率１００．００％で「三協技建株

式会社」が落札したものであります。 

本件の入札につきましては、１１月８日に入札を行いましたが、入札の結果、２者とも予定

価格と同額での入札がありましたので、入札を一旦留保し、その場にて、応札業者２者から個

別に積算と談合の有無等について事情聴取を行いました。 

その結果は、２者ともに自社での積算の結果であることと他社との打合せ又は話し合いを行

っていないとのことでした。加えて工事費内訳書につきましても、建築課において確認を行い

類似性等についてはないことを確認いたしました。 

翌日９日の午前中、飯塚市公正入札調査委員会を開き、事情聴取の内容を報告し、委員会に

おいても、２者の工事内訳書を再度チェックしたが類似性は認められず、事情聴取の結果から

も問題はないと結論を得ましたので、同９日午後、２者から誓約書を提出させ、地方自治法施

行令の規定によりくじ引きにて落札業者を決定いたしております。 

以上、簡単ではありますが、議案の補足説明を終わります。 

○委員長 

 次に、先の本会議において、審査要望がありました件について、執行部の見解を求めます。 

○契約課長 

昨日１２月１３日の本会議におきまして、ＳⅠ等級の業者ではなく、Ⅰ等級の業者を条件と

して設定しているが品質確保ができ、品質管理ができるのかという審査要望がありましたので、

ご説明いたします。 

 審査要望が出ております品質の確保の点については、判断の拠所としたのは総合点数です。 

 飯塚市競争入札参加者格付基準第６条で、ＳⅠ等級の設定の要件はⅠ等級に格付された者の

中で「Ⅰ等級の格付基準点数を１００点以上上回る」こと、「Ⅰ等級の上位から２分の１まで

の者」という２つの要件です。Ⅰ等級の業者で手持ちのない対象業者の総合点数が、Ｓ１等級

の点数基準を上回っていることと、工事の概要から、業者選考委員会で審議し、品質が確保で

きるものと判断しております。 
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○委員長 

 議案の補足説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 そもそも論なんですが、この若菜児童館は先ほどの１４２号での穂波東児童館と同じ捉え方

なのか、いわゆる児童クラブが使うということで建てられるのかどうか、お聞きします。 

○子育て支援課長 

 先ほどの穂波東児童館と同じ考えであります。 

○宮嶋委員 

 現在、若菜の児童クラブはどういった形で運営されているのか、お尋ねします。 

○子育て支援課長 

 児童クラブは運営の方法としまして、全児童クラブは、ＮＰＯ法人青少年健全育成会に委託

をしております。若菜児童クラブも同じなんですが、若菜児童クラブは若菜小学校の校舎の

３部屋をお借りして、児童館として児童クラブを運営して開設しております。 

○宮嶋委員 

 確かに専用施設があるに越したことはないと思うんですが、今空き教室を３つ使って運営す

る中で、今どうしてもすぐにここを出なければならないとか、ここではだめだというような判

断で建設をされるのかどうか、お尋ねします。 

○子育て支援課長 

 穂波地区は、遊戯室を持たない児童館として、その中で児童クラブを運営しておりましたが、

平準化のためにやっぱり、遊戯室の建設というのが急務になりましたので、遊戯室を建設する

にあたり、どこで遊戯室を建設しようかと思ったときに、児童クラブの人数もふえております

ので、運動場の南側に児童館として建設することになりました。 

○宮嶋委員 

 これ以外に空き教室をもっと拡大してというような方法は考えられないんですか。 

○子育て支援課長 

 空き教室をふやして児童クラブを運営することも考えましたけども、どうしても遊戯室を建

設しなければいけないのがあります。そこで、また学校のほうにも空き教室をお願いしている

んですけども、なかなか余裕教室がないというところでのこの建設に踏み切った次第です。 

○宮嶋委員 

 確かに私も専用施設をつくったほうが、管理上も子どもたちの安全だとかいう問題でいけば、

賛成なんですけれども、いまこれだけ工事でもめているのは、結局業者がいなくて、建設費も

高いところで落札するというような事態がずっと続いているわけですよ。だから、ここであえ

て急いで、どうしてもここでこの児童館をつくらないといけないのか、その辺の精査をもっと

しっかりやっていただきたい。もっと時期を待つべきではなかったのかなというふうな思いが

ありますが、いかがですか。 

○子育て支援課長 

 児童クラブでの生活環境改善のために、年度当初から実施したかったのですけども、現場協

議や学校の運動会、修学旅行、行事等の関係から遅れることになりました。一番はやはり児童

クラブの子どもたちが体育館で一所懸命遊んでいるんですけども、体育館に行く途中に駐車場

を通っていくんですが、そこの安全も考えましたら、やはりもう早く建設をしなければならな

いということになりましたので、建設に踏み込みました。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○佐藤委員 

 ちょっと若干趣旨は異なるんですけれども、若菜児童館、これは空き教室を今使っている、
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遊戯室を持たない児童はここだけですよね、確認いたします。 

○子育て支援課長 

 もう１つ椋本児童館があります。椋本児童館は、学校の図工室を一室お借りして児童クラブ

を、児童館と学校の空き教室で２つに分かれてやっていますので、そこも早急に工事を、建設

をしなければいけないと考えております。 

○佐藤委員 

 ただ、椋本小学校は空き教室ではないと思うんですね。独立した児童館を持っていると思う

んです。若菜小学校は２０数年前に先駆けてつくって、当時の校長先生の英断で空き教室を使

ったんですね、最初は１教室、それから、２教室にしていただいて、それでも足りんから、管

理人室をぶち破って、改造した経緯がございます。そのためにも、前期から一般質問なりで、

ここの整備をするように訴えていきました。私はもうちょっと早くしてほしかったという思い

があるんですけども、そこで趣旨はここで一緒になるんですけども、業者が今いない中、何で

この時期に発注したのか。なぜ必要性があったのかについてお伺いいたします。 

○子育て支援課長 

 先ほどもお話ししましたけども、学校の運動会、修学旅行、行事等の関係からまた１年先延

ばししたら、またその関係が見えてきますし、若菜小学校の大規模改修、ランチルームの建設、

改修も次の年に控えておりますので、１年遅れることがちょっと厳しい状態にありましたので、

今回の工事となりました。 

○佐藤委員 

 そうなんですね。夏休み中の子どもの状況とか、学童保育にいま詰め込まれている状況を見

るとですね、これを伸ばしてということは、私は絶対言えないと思うんで、私は早くしてほし

いという思いです。それと本会議でも品質の確保という点で、再三指摘されておりましたけど

も、品質の確保は本当に大丈夫なのか、もう一度意気込みなり、思いをお聞かせください。 

○建築課長 

 工事期間中の品質の確保の管理体制といたしましては、設計を行いましたコンサルを工事管

理者として配置いたしまして、主に品質使用等の管理を行い、建築家のほうで依頼課でありま

す、子育て支援課のほうと共同で協議を行いながら、品質や安全、行程面を含めた全体的な管

理を建築家のほうで指導していきたいと思っております。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○森山委員 

 この頃ずっと１００％の入札があって、我々議員団のほうも批判を受けております。それで

行政のほうも、これは我々のこの委員会で申し上げることではないんですが、一応こういう形

ですから、外れるかもわかりませんけども、もう少しこういう問題を、先ほど言われた原則と

いう言葉、この原則は適当に使われる言葉なんですよね。良い方でも使えるし、悪いほうでも

使えるし、何年か前もそういう中で論議をされただろうと思っておりますけども、今後、我々

議会のほうも頑張りますし、判断するのはこちらのほうなんですよ。一般市民の方は、お前た

ちが判断しているから１００％になっているじゃないかと言われています。この前の政治倫理

条例の資産公開のときでも、資産公開だけの話でもよかったんですけれど、それに加えて議員

が１００％を認めているじゃないかということで、我々も全然責任がないとは思いません。し

かしやっぱり、上がってきたものについて、談合もあってないという形で上がってくれば、こ

れはやっぱり業者さんに対してだめよということは言えないし、生活もかかってあるというこ

とと、我々がやっぱり地元優先に業者さんをお願いしたいということで、議会側として執行部

のほうにお願いした経緯がありますんで、そこのところを今後、総務委員会の中で入札制度の

問題がですね、ケース・バイ・ケースもあると思います。今回の場合、ケース・バイ・ケース
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が多すぎたということと、やっぱり業者さんに対して甘えている。５件に５者しかないとかい

う、本当に我々議員団がどうのこうのじゃなくして、皆さんのためにやっていただきたいとい

う気持ちがあるんですけど、そこのところも十二分に考えていただいてですね、今後、総務委

員会の中で十二分にこの件を煮詰めていただきたいと思っておりますので、副市長、ひとつよ

ろしくお願いいたします。 

○副市長 

 いまご指摘のありました、確かに合併して平成２６年から、２７、２８年とそれまでやって

きた入札制度の例外としていろいろ取り組んでやってまいりました。それには例えば、これは

以前にもご説明したかと思うんですけど、学校のほうの大規模改修の耐震化は２７年度までに

しなさいというようなご指導、それから中活にしても５年間という縛りの中で、いろいろな補

助事業をやるときには一定の年限がつきますので、その中で処理し、そういうことが、大型の

事業が重なったことは事実でございます。ただ、そうは言いながらも、先々のこと、これから

２０年後、３０年後、いま固めて工事をすると、恐らく将来３０年、４０年で古くなる時期は

恐らく一緒で、そのとき果たして財源的なものがどうかということは、当然我々も年頭に置い

て事業をある程度の平準化しながらしていきたいという思いがありましたけども、今回の若菜

の件につきましても、先ほど佐藤委員のほうから趣旨がありましたが、長年あそこをずっと待

たせていたという経過もございます。１カ所だった。それをやっぱりまた１年伸ばすのかとい

うことは、それはやっぱりできないだろうということで、今回は、そういうもろもろの条件が

いろいろあって、そして工事にかかるといろんな当初予定していなかった問題も発生して、少

し当初はばらして、開校時期なんかはやっておったんですが、いろんな形でそれが一緒になっ

たりとかいうことで、重なった部分もあります。ただ、それは言いわけじゃないかと言われる

部分があるかもわかりませんが、今後は基本的に、今年度は恐らく最後だと思いたいんですが、

２９年度に一部引っかかるかどうかと、これは今度の当初予算を見てどういう事業計画になっ

ているかを見て、基本的にこういうことが、起こらないように最大限注意していきたいという

ふうに考えております。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

○宮嶋委員 

 いま副市長の話もありましたけれども、建設関係が集中しまして、本当に１００％で落札と

いうのは、どう考えても納得できないと思うんですよね。本当に業者が仕事をしようとするん

であれば、１者だけだったら１００％で出せば落札できますけども、ほかに業者があるんであ

れば、１％でも下げる、結局１％収入が減るかもしれないけれども、実をとるというところで

は、どう考えてみても１００％で応札するという、談合はなかったと、きちんと調べましたと

いうことですけれども、こういうのが続いています。１００％入札というのは、認められない

という立場で反対します。 

○委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な  し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。 

「議案第１４８号 契約の締結（若菜児童館建設工事）」について、原案どおり可決するこ

とに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙  手 ） 
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賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

お諮りいたします。案件に記載のとおり、執行部から２件について報告したい旨の申し出が

あっております。報告を受けることにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、報告を受けることに決定いたしました。 

「飯塚市民生委員児童委員の一斉改選について」、報告を求めます。 

○保護課長 

「飯塚市民生委員児童委員の一斉改選について」ご報告させていただきます。平成２５年

１２月１日に委嘱を受けられた飯塚市の民生委員児童委員の皆さんが３年間の任期満了を迎え

られ、今回一斉改選が行われました。今回は再任を含め、新たに２８６名の皆さんが、平成

２８年１２月１日から平成３１年１１月３０日まで３年間の任期で、厚生労働大臣から委嘱を

受けられました。この委嘱に伴いまして、平成２８年１２月２日にコスモスコモン大ホールに

おいて委嘱状の伝達式を執り行っております。 

 今回の一斉改選におきましては、定数２９４名に対し、２８６名が委員に就任されておりま

す。内訳は、再任２２１名、新任６５名、男女別では、男性１１４名、女性１７２名となって

おります。欠員の８名につきましては、そのうち４名の委員が１月１日付での委嘱を予定して

おり、残り４名につきましては、欠員地区で調整が行われたのち、民生委員推薦会に諮り、後

日委嘱される予定でございます。 

以上、簡単ではございますが、報告を終わらせていただきます。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○佐藤委員 

 ４名がまだ、めどが立っていないということですけども、やはり４名でもいなかったらその

地域は大変困ると思うんですね。積極的に４名の欠員の解消に努めていただきたいことを要望

します。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○宮嶋委員 

 全国的にもそうですけれども、なかなか地域で聞きましても、もう自分が世話するどころか、

世話をしてもらいたい年齢になっていると、変わりたいというお話をよくお聞きするんですけ

れども、この今２８６名の方の平均年齢とかわかりましたら、最高齢がいくつになるかわかり

ますか。 

○保護課長 

 大変申しわけありませんが、平均年齢については把握しておりません。ただ、任期の年齢制

限というのは、７５歳というものがあります。しかしながら、この７５歳を超えた委員さんが

非常に多数おられます。特例という形でお願いをしておりますが、これについても、改善を今

後していかなくていけないというふうに事務局としてもしっかり考えておりますので、地域に

対して今後も一所懸命働きかけていきたいと、そういうふうに考えております。 

○宮嶋委員 

 ぜひ、選考される方も大変だろうし、一度引き受けたらやめさせてもらえないという声もあ

ります。やっぱり、お世話できる方は幾らお歳をとられても、本当にできる方には、ぜひ経験

を持ってやっていただきたいと思いますが、その辺の配慮を、ぜひお願いいたします。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 
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質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願いたします。 

次に、「国民健康保険制度改革の概要について」報告を求めます。 

○医療保険課長 

国保制度改革の概要等について、ご報告いたします。 

国保制度改革の概要等につきましては、本年３月の定例会中の委員会におきまして、概要を

ご報告しておりましたが、改めてその概要と現在の検討状況等につきまして、ご報告いたしま

す。 

資料の１ページをお願いいたします。今回の国保制度改革につきましては、平成３０年度か

ら、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国保

運営に中心的な役割を担うこととなっております。また、市町村は、地域住民と身近な関係の

中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、地域におけるきめ細か

い事業を引き続き担うこととなります。中段の図にありますように、現行では、市町村が個別

に運営をしておりますが、改革後は、都道府県が財政運営の責任を担うなど中心的役割を果た

すこととなり、都道府県が市町村ごとに決定した国保事業費納付金を市町村が納付し、都道府

県は、給付費に必要な費用を、全額、市町村に支払うことで、安定的な財政運営が図られるこ

ととなります。 

２ページをお願いいたします。改革後の国保の運営に係る都道府県と市町村それぞれの役割

ですが、運営のあり方、都道府県及び市町村における主な役割につきまして、財政運営、資格

管理、保険料の決定、賦課・徴収、保険給付、保健事業の区分ごとに整理したものでございま

す。内容の説明は省略させていただきます。 

３ページをお願いいたします。国保制度改革の主な流れですが、都道府県、市町村の欄をご

覧ください。既に各都道府県で、国保制度改革に向けた協議の場が設置されておりますが、平

成２９年度におきまして、地域の実情を踏まえ、各市町村の納付金の額の算定ルールや国保の

運営方針、更には、平成３０年度の各市町村の納付金の額や、標準保険料率の検討・決定が行

われ、市町村におきましては、これを参考にして実際の保険料率等を決定していくこととなり

ます。 

４ページをお願いいたします。平成２８年度における都道府県・市町村の主な準備事務です

が、特に市町村におきましては、右側の欄になりますが、平成３０年度以降のシステム対応の

ための自庁システムの改修や、都道府県による納付金・標準保険料率試算のためのデータの収

集及び県への提供を行っているところです。 

５ページをお願いいたします。福岡県における検討体制等ですが、昨年９月に県と市町村の

協議の場であります「国保共同運営準備協議会」が設置され、平成３０年度からの国民健康保

険の在り方等についての協議が行われております。 

６ページをお願いいたします。納付金の算定方法・保険料の標準設定ですが、保険料（税）

の県内均一化につきましては、記書きにありますように、福岡県では「平成３０年度、直ちに

は保険料の県内均一化は行わず、納付金額の設定や医療費適正化の取り組みを通じ市町村の医

療費水準の平準化を図り、中長期的にゆるやかに図っていくこととし、今後、県において定め

る国保運営方針に、その方向性等について記載することとする」というふうに取りまとめられ

ております。ちなみに、大阪府や一部の県では、平成３０年度から保険料の県内均一化をする

方向で協議が進められていると聞いております。 

７ページをお願いいたします。それでは、実際の国保事業費納付金の算定方法や保険料の標

準設定のイメージにつきまして、ご説明したいと思います。まず、納付金の算定にあたりまし

ては、県全体の保険給付費及び公費等を推計し、納付金算定基礎額が算出されます。これを、

応益分と応能分に区分し、市町村ごとの納付金算定基礎額が算定されます。 

８ページをお願いいたします。次に、保険料の標準設定ですが、先程の納付金算定基礎額を、
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応益分は、各市町村の被保険者数や世帯数に応じて、また、応能分は、所得総額が県全体に占

める比率により按分し、各市町村に割り当てられ、矢印の下にありますように、応益シェアや

応能シェアに応じて負担額が設定されます。 

９ページをお願いいたします。先ほどの市町村ごとに算定した額を、更に年齢調整後の医療

費水準に応じて調整が行われます。図の右側に記載しておりますように、これによって、１人

当たり医療費が県平均よりも低いＡ市町村では、負担が減少することになりますし、１人当た

り医療費が県平均よりも高いＢ市町村では、負担が増大することとなり、この場合には、激変

緩和措置が講じられることとなっております。次に、標準保険料率算定のための納付金額の調

整ということですが、市町村標準保険料率を算定するにあたっては、各市町村が可能な限りそ

のまま保険料率決定の参考にすることができるよう、必要な項目について、上段の④で調整し

た各市町村の額を個別に加減算することとなっております。例えば、納付金額から、①から③、

これは１０ページにあります公費に当たる部分ですが、これを減算し、各市町村が個別に実施

しております、⑤の保健事業等に要する経費を加算した額が、市町村ごとの標準保険料率の算

定ベースとなります。そして、１０ページの⑥にありますように、⑤で算定した額を、標準的

な収納率により割り戻した、保険料総額を基に標準保険料率等を算定し、市町村へ提示される

こととなっております。県が提示する保険料率につきましては、福岡県標準保険料、市町村標

準保険料及び各市町村の算定方式による保険料の３つがございます。本市では、４方式を採用

しておりますので、４方式で算定した場合の保険料率が示されることとなっております。 

１１ページをお願いいたします。市町村におきましては、県から提示された標準保険料率等

を参考に、実際の保険料(税)率を決定していくこととなりますが、収納率向上等により、保険

料率の上昇を抑制することができるということになります。 

以上が、国保事業費納付金や標準保険料率の算定のイメージですが、もう一度、簡単に整理

をしますと、市町村ごとの保険料率の設定につきましては、まず、県全体の納付金算定基礎額

から市町村ごとの納付金額を算定し、これに被保険者数や世帯数、所得水準、医療費水準、更

には標準的な収納率等を加味した上で、市町村ごとの標準保険料率等が算定されることになり

ます。現在、県の協議会では、標準保険料率の算定にあたって、医療費水準をどの程度反映さ

せるのか、また、標準的な収納率をどのように設定するのかといったことが、協議されている

ところでございます。今後、福岡県における標準保険料率等の算定ルールが決定し、実際の標

準保険料率等が示されるのは、来年夏以降になるものと思われます。 

１２ページをお願いいたします。事務の標準化等の検討につきましては、現在、住民サービ

スの向上・均一化、行政コストの縮減及び保険者機能の強化、平成３０年度からの新たな事務

への対応に係る事務等について、協議が進められているところでございます。 

最後に、今後のスケジュールですが、先ほども若干ご説明いたしましたが、納付金の算定方

法や保険料の標準設定等に関しましては、来年３月頃までに方針が決定され、７月から９月に

かけて納付金や標準保険料率等が決定される予定となっております。これを受けまして、各市

町村では、実際の保険料率を検討し、国保運営協議会に諮った上で、条例改正を行うといった

スケジュールとなります。 

また、事務の共通化・収納及び医療費適正化等に関しましては、今後、引き続き協議が進め

られ、平成３０年１月頃までに決定されることとなっております。 

以上で、報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承を願います。 

以上をもちまして、厚生委員会を閉会いたします。お疲れ様でした。 


